
政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：令和  4年 4月 4日 1頁

後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  武田　晋

将来にわたり継続し安定した行政サービスの提供のため、住民自治を支える財務体質の確立を図るとともに、公共施設等財

産管理を推進することによって、保有資産のマネジメントを含めた財務基盤を整えることを目指します。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

1 ら 40 43 46 50 50 -
％ 37

し 38.4 37.6 0 - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 63 67 71 75 75 -
％ 60.1

福 65.4 62.6 0 - - 0.0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（実質公債費比率）
1 ら

6.5 6 5.5 5 5 -
し ％ 7.2

6.8 6.1 0 - - 50.0

06040200 公共施設等財産管理の推進
暮

滝沢市は住みやすい市だと感じている人の割合
2 ら

75.5 77 78.5 80 80 -
し ％ 74.1

70.6 68.8 0 - - 0.0
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後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  武田　晋
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政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：令和  4年 4月 4日 3頁

後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  武田　晋

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

06040100  住民自治を支える財務体質の確立

0 0 0.0 0 0 0 0

06040200  公共施設等財産管理の推進

37,593 15,346 145.0 24,251 25,911 55,726 143,481

06049000  【6-4 基本施策目標値入力用】

0 0 0.0 0 0 0 0


